
【山形銀行】　健康経営戦略マップ

人的健康資源 

健康投資 

健康関連の最終的な目標指標 
従業員等の意識変容・行動変容に関する

指標 

健康投資施策の取組状況に関する 

指標 

健康投資効果 

健康経営で解決したい 

経営課題 

健康の保持・増進 

○ 健康増進イベント等の実施 

 ・ ウォーキングコンテストの実施 

 ・ 運動部の活動 

○ 各種健康診断の充実 

 ・ 定期健康診断、人間ドック、特定健診、精密検査受診 

 ・ 脳ドック、主婦ドック、インフルエンザワクチン費用補助 

○ 健康保険組合との連携 

 ・ 特定保健指導の実施 

 ・ 保健師による巡回・電話等の保健指導・相談等 

目的および具体的な施策 

企業価値向上 

各種健診の充実 敷地内全面禁煙 

環境健康資源 

健康資源 

～ やまぎん健康宣言 ～ 

 

 １．健康経営宣言 

   山形銀行グループは、「従業員の健康」を重要な経営資源と位置づけ、健康意識 

  の向上、メンタルヘルスケアの強化、運動機会の増進などを柱とし、従業員およびその 

  家族の健康増進に積極的に取り組みます。 

 

 ２．主な取り組み内容・成果 

 （１）健康意識向上 

     ・ 健康診断結果の活用 

     ・ 敷地内禁煙の実施 

     ・ 外部委託先とのタイアップによる健康メニューの提供 

 （２）メンタルヘルスケア強化 

     ・ メンタルヘルスセミナーの開催 

     ・ ストレスチェックの実施 

 （３）運動機会の増進 

     ・ ウォーキングイベントの開催 

 

 ３．推進態勢 

     推進責任者  ：取締役頭取 佐藤英司 

     推進事務局  ：人事総務部 

     推進パートナー：健康保険組合・従業員組合 

     推進担当者  ：各部室店に「衛生管理者」を配置 

従業員の健康増進による企業価値向上や生産性向上を図るほか、持続可能な地域社会

への貢献を目指すため2017年「やまぎん健康宣言」を策定し、健康経営に取り組んでおりま

す。敷地内全面禁煙や、ウォーキングコンテストの実施、メンタルヘルスセミナーの開催など、

健康経営への各種取り組みが評価され、健康経営優良法人（大規模法人部門）の認

定を受けております。 

健康経営への取り組み 

生産性の向上（不健康や疾病

による生産性低下の防止） 

定期健康診断実施割合・ 

人間ドック実施割合 
特定健診実施割合 ストレスチェック実施割合 

イベント等参加割合 

ウェルビーイングの向上 

精密検査受診割合 高ストレス者割合 喫煙者割合 時間外労働時間 年次有給休暇取得日数 

健康リテラシーの向上 生活習慣の予防・改善 
睡眠時間の増加 

睡眠の質の向上 

運動習慣のある従業員等の

割合の向上 
アブセンティーイズム プレゼンティーイズム ウェルビーイング 

働きやすい職場環境の整備 

○ メンタルヘルスケア 

 ・ メンタルヘルスセミナー・メンタルヘルス相談室の開催 

 ・ ストレスチェックの実施 

○ 受動喫煙対策 

 ・ 敷地内全面禁煙 

 ・ 禁煙外来治療費用補助の実施 

ワークライフバランスの充実 

○ ＤＥ＆Ｉの推進 

 ・ 転居を伴う転勤の選択 

 ・ 年次有給休暇の取得促進 

○ 仕事と育児・介護の両立支援 

 ・ 時差勤務やテレワークの活用 

 ・ 特別休暇である看護休暇・介護休暇等の情宣 

アブセンティーイズムの低減 

※ 健康問題による仕事の欠勤（病欠） 

エンゲージメントの向上 

プレゼンティーイズムの低減 

 ※ 体調不良によるパフォーマンスの低下 

生活習慣予防・改善 

セルフケアによるメンタル不調の未然防止 

メンタル不調者の減少 

睡眠時間の増加 

睡眠の質の向上 

喫煙者割合の低下 

運動習慣のある従業員等の割合の向上 

健康リテラシーの向上 

○ 研修等の実施 

 ・ 階層別研修での健康教育の実施 

 ・ 健康関連セミナーの開催 

健康経営の普及活動 

健康経営に資する金融サービス等の提供 

○ 金融サービス等の提供 

 ・ ローン金利等の優遇 

○ ビジネスマッチング 

 ・ 健康関連サービス業者とのマッチング 

 

定期健康診断実施割合・ 

人間ドック実施割合 

特定健診実施割合 

ストレスチェック実施割合 

高ストレス者割合 

精密検査受診割合 

イベント等参加割合 
健康リテラシーの向上 

持続可能な地域社会への貢献 

健康で活力ある地域へ 

喫煙者割合 

時間外労働時間 

年次有給休暇取得日数 

年次有給休暇の取得日数向上 

ステークホルダーの健康経営に対する関心度向上 金融サービスの利用件数 

制度休暇の充実 

健康宣言 組織風土 
健康保険組合 

従業員組合 


